
１議案審議概況

　　　　　　　　　　　　　　　　【概　観】

　閣法は、新規提出104件（うち本院先議22件）のうち本院先議18件を含む88件が成立、12

件が衆議院において、本院先議４件が本院において、それぞれ継続審査となった。また、

継続審査となっていた２件のうち地方自治法改正案は成立、個人情報保護法案は引き続き

衆議院で継続審査となった。

　参法は、新規提出22件のうち総務委員会提出に係る特定電子メール送信適正化法案が成

立、３件が本院において継続審査、18件は審査未了となった。また、本院で継続審査とな

っていた２件のうち戦時性的強制問題解決法案は引き続き継続審査、民法改正案は審査未

了となった。

　衆法は、新規提出47件のうちあっせん利得処罰法改正案等12件が成立、１件が否決、21

件が衆議院において、２件が本院においてそれぞれ継続審査、９件は審査未了となった（撤

回２件）。また、衆議院で継続審査となっていた44件のうち身体障害者補助犬法案等３件

が成立、１件が否決、33件は引き続き継続審査、４件は審査未了となった（撤回３件）。

　予算は、平成13年度一般会計補正予算外１件（2次補正）及び平成14年度一般会計予算

外２件が提出され、いずれも成立した。

　条約は、提出された18件（うち本院先議４件）すべてが承認された。

　承認案件としては、平成14年度ＮＨＫ予算が提出され、承認された。

　予備費は、新規に提出された平成13年度予備費等５件及び衆議院で継続審査となっていた

平成12年度予備費等７件すべてが承諾された。

　決算は、平成12年度決算及び平成12年度ＮＨＫ決算が提出され、平成12年度決算及び継

続審査となっていた平成11年度決算は継続審査となり、平成12年度ＮＨＫ決算及び平成11

年度ＮＨＫ決算は審査に入るに至らなかった。

　決議案は、提出された５件のうちパレスチナ紛争決議案、日本人拉致疑惑決議案が可決

された。

　このほか、参議院事務局職員定員規程改正案が可決された。

　　　　　　　　　　　　　　【議案の審議状況】

〔予算の審議〕

　平成13年度一般会計補正予算外１件は、平成14年１月21日に提出され、同日の衆・参両

院本会議における財政演説、22日衆議院、23日参議院のこれに対する質疑の後審査に入り、

同月29日の衆議院本会議において可決、参議院に送付され、２月１日の参議院本会議にお

いて可決された。

　今回の補正予算は２次補正であり、昨年12月、政府において決定された緊急対応プログ

ラムを実施するため編成された。その内容は、ＮＴＴ株式売払収入の活用により、都市機

能高度化等対策費、環境配慮型地域社会実現対策費、少子高齢化対策費等を計上するもの

で、今年度一般会計予算の補正後の総額は、当初予算に対し３兆7,002億円増加し、86兆

3,526億円となる。



　平成14年度一般会計予算外２件は、平成14年１月25日に提出され、２月４日の衆・参両

院本会議における施政方針演説等４演説、６日及び７日衆議院、７日及び8 日参議院の４

演説に対する質疑の後審査に入り、３月６日の衆議院本会議において可決、参議院に送付

され、同月27日の参議院本会議において可決された。なお、衆議院において撤回の上編成

替えを求める動議が提出されたが否決された。

　今回の予算は、国債発行額30兆円以下との目標を掲げ、５兆円を削減しつつ２兆円を重

点分野に再配分するとの理念の下、少子高齢化への対応、科学技術、教育、ＩＴの推進等

の重点分野に予算配分を大胆にシフトするとの観点から編成されたもので、歳出面では、

一般歳出を前年度当初予算比2. 3%減の47兆5,472億円とし、一般会計全体でも1. 7%減の81

兆2,300億円となっている。また、歳入面では、公債発行額を目標どおり30兆円とし、公

債依存度は36.9%となっている。

〔法律案の審議〕

　―閣　　法―　

【成立した主な閣法】

　　道路関係四公団民営化推進委員会設置法案（6月7日成立）

　特殊法人等整理合理化計画に基づいて道路関係４公団を民営化を前提とした新たな組織

に改編するための道路関係四公団民営化推進委員会の設置、同委員会の組織、職務等につ

いて定める。

　　地方自治法等改正案（第151回国会提出　３月28日成立）

　議会の解散及びリコールに係る直接請求の要件を緩和し、住民訴訟の訴訟類型の再構成

を行うとともに、合併協議会設置に係る住民投票制度の創設等の措置を講ずる。

　　日本郵政公社法案、同施行法案、民間事業者信書送達法案、同整備法案―郵政事業改

　　革関連―（7月24日成立）

　郵政事業を一体的に経営する国営の新たな公社として、独立採算性の下に運営される日

本郵政公社を設立するとともに、一定の条件の下に信書の送達の事業に民間企業が参入で

きるようにするための制度を創設する。〔衆議院修正〕郵便局のあまねく全国における設置

の明記、公社が出資を行うことを可能とする規定の追加、国庫納付金の規定の見直しを行っ

た。

　　法人税法等改正案（６月26日成立）

　株式を100％保有する子会社を含めた連結所得に対して法人税を課すことのできる連結

納税制度を創設する。

　　教育職員免許法改正案（５月24日成立）

　中学・高校の教諭が小学校の相当教科を担任することを可能とする等の教員免許制度上

の弾力的措置、特別免許状の授与要件の緩和等により学校教育への社会人の活用を促進す

るための措置を講ずるとともに、教員免許状の失効等の規定を厳格化する。

　　健康保険法等改正案、健康増進法案―健康保険制度改革関連―（７月26日成立）

　健康保険法等に定める一部負担金を原則として３割負担とし、保険料算定に総報酬制を

導入するとともに、老人医療について対象者を75歳に、公費負担割合を５割に段階的に引

き上げる等の措置を講ずる。また、疾病の予防等を図るため、国民の健康の増進を総合的



に推進するための措置を講ずる。

　　石油公団法等廃止法案、独立行政法人石油等資源機構法案―石油公団廃止関連―（７月

　　19日成立）

　石油公団及び金属鉱業事業団を廃止するとともに、石油公団の機能のうちエネルギー安

全保障上国が果たすべき機能及び金属鉱業事業団の機能を承継する独立行政法人を設立す

る。なお、石油公団のその他の機能は、これを廃止する際に設立する民営化を前提とした

政府全額出資の株式会社が承継する。

　　都市再生特別措置法案（3月29日成立）

　都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上のため、内閣に都市再生本部を設置し基本

計画等を策定するとともに、民間事業者の提案を受け入れる制度等を整備する。

　　地球温暖化対策推進法改正案（5月31日成立）

　気候変動枠組条約京都議定書の約束を達成するため、目標達成計画を策定するとともに、

内閣に地球温暖化対策推進本部を設置し、温室効果ガスの排出抑制、吸収作用の保全のた

めの施策を講ずる。

【衆議院で継続審査となった主な閣法】

　　個人情報保護法案

　個人情報についての個人の権利利益を保護するため、個人情報の取扱いの基本原則を規

定するとともに、事業者が遵守すべき義務等の基本的事項について定める。

　　心神喪失他害行為者医療観察法案

　重大な他害行為を行った責任無能力者に対する強制入院等について、裁判所が審判手続

で決定する制度を創設する。

　　武力攻撃事態対処法案

　武力攻撃事態の際の国等の責務を明確にするとともに、事態に至った際の対処の手続、

内閣総理大臣の権限等について定める。

【参議院で継続審査となった主な閣法】

　　人権擁護法案

　法務大臣所管の独立行政委員会である人権委員会を設置し、これを主たる実施機関とす

る人権救済制度を創設する。

―　参　　法―

【成立した参法】

　特定電子メール送信適正化法案（4月11日成立）

　電子メールの良好な環境整備のため、広告・宣伝を行う電子メールについて、送信者に

対し、送信を拒否した者への送信及び架空アドレスへの送信を禁止する。なお、通信販売

等の事業者に対し、広告の提供を拒否した者への提供禁止を定めた内閣提出に係る特定商

取引法改正案も成立した。

　―衆　　法―　

【成立した主な衆法】

　　身体障害者補助犬関連２法案（第153回国会提出　５月22日成立）



　盲導犬、介助犬、聴導犬を身体障害者補助犬と位置付け、補助犬の訓練事業者の義務、

施設等への同伴、認定制度の創設、育成等について定める。

　　BSE対策特措法案（６月７日成立）

　牛海綿状脳症の発生を予防し、まん延を防止するため、BSEに係る基本計画の策定、

牛の肉骨粉を原料とする飼料の牛への使用禁止、牛の個体管理の徹底のための体制整備、

牛の生産者等への援助等を定める。

　　あっせん利得処罰法改正案（7月19日成立）

　議員秘書あっせん利得罪の対象に国会議員のいわゆる私設秘書を加えるとともに、私設

秘書による同罪の国外犯処罰規定を整備する。

〔条約の審議〕

　【承認された主な条約】

　　日本・シンガポール自由貿易協定（５月８日承認）

　日本・シンガポール間で貿易及び投資の自由化及び円滑化を一層進める我が国初の自由

貿易協定であり、金融サービス、情報通信技術、科学技術、人材養成、貿易及び投資の促

進、中小企業、放送、観光等幅広い分野での経済上の連携を約する。

　　テロ資金供与防止条約（5月17日承認）

　既存のテロ防止関連条約の適用対象であり、犯罪を構成する行為その他の行為で公衆等

脅迫目的で行われる行為に対する資金の提供等を犯罪とすることを約する。なお、本条約

及びテロ資金凍結等のための安保理決議1373号によるテロ資金封じ込めを実効あるものと

するため、テロ資金供与処罰法案、金融機関本人確認法案、外為法改正案が提出され成立

した。

　　気候変動枠組条約京都議定書（５月31日承認）

　先進国等が、当該国により排出される温室効果ガスの全体量を平成20年から平成24年ま

での５年間に、平成２年の水準より少なくとも５％削減することを目的として、二酸化炭

素に換算した人為的排出量の合計が割当量を超えないことを約する。なお、我が国が削減

すべき割合は平成２年水準の６％である。

〔決議案〕

　【可決された決議案】

　　パレスチナ紛争決議案（4月12日可決）

　報復の連鎖により緊迫化するパレスチナ情勢に強い憂慮の念を表明し、イスラエル軍の

早期全面撤退、軍事行動の即時停止、イスラエル・パレスチナ双方の和平交渉再開に向け

た政治的決断を求めるとともに、国連安保理決議の全面的支持を表明し、政府に対し米国

による仲介努力の支援と可能な限りの役割を果たすことを求める。

　　日本人拉致疑惑決議案（4月12日可決）

　朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）による日本人拉致疑惑の新たな展開を踏まえ、北朝

鮮赤十字会に対し拉致疑惑の早期解決に真摯に取り組むよう強く要請するとともに、政府

に対し国交正常化に向けた話し合いの中で、毅然たる態度で本問題の早期解決に取り組む

ことを求める。




